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販売高規模 (ドル) 家族経営および個人経営 パー トナーシップ 法人経営
1,000以下 23.8% 16.1% 12.2%
1,000-2,499 13.1% 8.1% 4.4%
2,500-4,999 ll.7% 8.3% 4.7%
5,000-9,999 12.0% 9.5% 5.5%
10,000-24,999 12.7% ll.8% 8.2%
25,000-49,999 7.4% 8.4% 6.8%
50,000-99,999 5.7% 7.4% 7.1%
100,000-249,999 6.3% 9.0% 12.1%
250,000-499,999 3.7% 7.2% ll.9%
500,000-999,999 2.1% 6.2% ll.7%
1,000,000-2,499,999 1.2% 5.5% 9.5%
2,500,000-4,999,999 0.2% 1.6% 3.1%
(出所)USDA【2007】を基に筆者作成｡
表-10耕作地面積別におけるアメリカの農業経営体の割合
1-91-A-(約0.4-3.6ha) ll.0% 6.6% 8.9%
10-49エーカー(約4-19.6ha) 29.5% 19.0% 18.4%
50-69エーカー(約20-27.6ha) 7.3% 5.4% 4.4%
70-99エーカー(約28-39.6ha) 9.0% 7.1% 5.0%
100-139エーカー(約40-55.6ha) 8.1% 7.2% 5.1%
140-179エーカー(約60-71.6ha) 6.4% 6.4% 4.3%
180-219エーカー(約72-87.6ha) 4.0% 4.2% 3.2%
220-259エーカー(約88-103.6ha) 3.1% 3.4% 2.7%
260-499エーカー(約104-199.6ha) ●● 12.1% 10.8%
500-999エーカー(約200-399.6ha) 6,2% 10.3% 12.3%
1000-1999エーカー(約400-79.6ha) 3.5% 7.9% ll.8%
(出所)USDA[2007]を基に筆者作成｡












































家族経営 1,000万円以下(1 ,000ドル以下) 91.7% 86.4%
1,000万円以上(1 ,000ドル以下) 8.3% 13.6%
法人経営 1,000万円以下(1 ,000ドル以下) 3.1% 48.9%
経営耕作地面積















































































































































































































190 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第14号 2010年3月
秦-13 日本における農業法人の要件
要件 内容
















































































































192 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第14号 2010年3月
の観点から離れ､農地の効率的な利用と農業経営
の法人化を促進させる必要があるという見解を得
た｡
今後は､農業生産法人の規制緩和や一般企業の
農業参入が､より進むと考えられる｡そのような
なかで､規制の緩和によって､農地というかけが
えのない資源を保持し､効率的に利用することに
ついて農業を営む企業が独自に農地の監視､監督
に取り組まなければならないであろう｡
注
1 農地法第1条｡
2 田代洋一[20061
3 田代洋一【2006】
4 田代洋一【2006】
5 田代洋一【2006】
6 原田純孝【2009a]
7 原田純孝[2009a]
8 農地保有合理化法人とは､規模縮小や離農す
る農家等から農地を買い入れ(又は借り入れ)
を行い､一定期間保有した後に､担い手農家
に売り渡し (貸し付け)などを行う非営利法
人である｡特徴は､｢中間保有､再分配機能｣
があることであるo農林水産省htp://www.
maf.go.jp/ (最終アクセス2010年1月14日)
9 宮崎俊行[2001114頁｡
10 長意次[1997]14頁｡
11 長意次【199713頁｡
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